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資料紹介
"Bar low Report"にみる1930年代イギリス
の産業人口の分布とその要因について(1)
? ?
茂
目次
1. はじめに
2. 目次ならびにまえがき prefaceについて
3. 序論 introductionについて
4. 産業人口の分布に関する諸原因 causesと将来の動向について
§1 第I章序文
§2 第I章産業人口の分布について（以上本号）
§3 第皿章第1次世界大戦前の諸状況
§4 第1V章第1次世界大戦後の諸状況
5. おわりに
1. はじめに
本稿は有名なイギリスの "BarlowReport" , すなわち "RoyalCommission on the 
Distribution of the Industrial Population Report, 1940, His Majesty's Stationery 
Office, Cmd. 6153"の序ならびに第1部の訳出を試みたものである。イギリスの産業立
地政策をはじめとする地域政策をみるうえで，同報告の存在を看過することはできない。
じじつ，わが国のイギリスにおける地域政策あるいは地域開発を論じた諸業績はほとんど
がこの報告を取り上げ，高い評価を与えている。たとえば，笹田友三郎氏戌村田喜代治
(1) 笹田友三郎：イギリス工業の地域構造とその変化ー第一次大戦を中心とする一 『同
志社大学経済学論叢』 7-5 1957, 両大戦間におけるイギリスの工業立地政策H
ー失業者の移動計画について一 同上8-2・・3 1958, 両大戦間におけるイギリス
の工業立地政策(::) -「特定地域」への工場誘致について一 同上8-4 1958, ィ
ギリスにおける立地問題の研究 『人文地理』 11-1 1959. 
127 
772 閾西大界『紐消論集』第32巻第5号
氏気川品哲郎氏(l), 小杉毅氏(4)などの諸業績を通じて同報告は詳しく紹介されており，
そのため，ここで改めて同報告書の出版された経緯などに触れることは重複の愚を犯すか
もしれないが，訳出に先立ってそうした点を簡単に述べておきたい。
イギリスの産業立地に関する最初の体系的な立法は「特定地域（開発および改善）法」
Special Areas (Development and Improvement) Act, 1934. であるとされている (5)。
両大戦間におけるイギリス経済は世界的な大不況のなかにあって，同じく深刻な不況に晒
されていた。こうした景気動向は国内的には特定の地域における著しい失業者の増大とな
って反映された。それはサウス・ウェールズやスコットランド， イングランド北東部な
ど，イギリス西部および北部に集中的に現われたが，そのことは同国産業の地域構造と密
接に結び付いていた。すなわち，イギリスの産業はその自然的，歴史的諸背景を通じて，
各地域が，石炭，鉄鋼，造船，綿紡など特定の少数業種に特化する傾向がみられ，ロンド
ンなど一部の大都市圏を除けば，産業の地域的分業が両大戦間にはすでに明瞭なものとな
っていた。このため，輸出あるいは移出依存度の高い上記諸産業を中心にかかえた西部，北
部地域は不況の影響を直接に蒙り，失業をフォローすべき他産業の脆弱なこれらの地域で
高率の失業を生ずる結果となったのである。特定地域法はまさにこうした失業の著しい地
域を特定地域に指定し，当該地域の産業の多角化を図るため，そうした地域への企業立地
を促進するところに目標が置かれた。この特定地域にはスコットランド中央部，サウス・
ウェールズ，ウェスト・カンバーランド，それに北東部海岸の4地域が指定され，イング
ランドおよびウェールズと，スコットランドにそれぞれ特定地域コミッショナーが任命さ
れた。このコミッショナーには，特定地域に立地しようとする企業に対する用地，建物の
取得・譲渡の権限が与えられたが，税制優遇などの財政的権限はなく，その活動は事実上，
企業に対する説得および勧誘に限られていた。このため，この立法措置は十分な実効をあ
げることができず，イングランドおよびウェールズの初代コミッショナーであったマルコ
ム・スチュアート卿 SirMalcolm Stewartの勧告を入れた修正法 TheSpecial Areas 
(2) 村田喜代治：わが国工業地域における過集積と立地政策の問題点に「経済学論築」
2-2 1961, 「日本の立地政策J 東洋経済新報社 1962, P .157. 
(3) 川島哲郎：イギリスの産業立地政策について日 「大阪市立大学経済学雑誌J 54-
5 1966, 同上口同上55-2 1966. 
(4) 小杉毅：イギリスにおける地域開発(1) 「関西大学「経済論集」』 17-2 1967; 同
上(2) 同上 17-3 1967. 
(5) 川島哲郎前掲論文H P.1. 
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(Amendment) Act, 1937. が制定されている。 この勧告は「特定地域コミッショナー
の第三報告書」のなかで示されているが，同報告書は同時に不況地域における失業問題だ
けではなく，その対局に位置するロンドンヘの産業の著しい集積に目を向け，ロンドンで
の産業立地の抑制と地方への分散の必要を示唆している (6)0 
この第三報告書に基づいて，イギリス政府は当時の産業および人口の分布上の実態と，
その背景や問題点を明らかにするため， 1937年7月に「産業人口の分布に関する王立委員
会」を任命し，モンタギュー・バーロー卿 SirMontague Barlowを委員長に 13名の委
員が選任された。同委員会にはのちに訳中にみるように，三つの「諮問事項」 Termsof 
Referenceの検討が下命され， それに対する報告は1939年8月に完成されたが，すでに
第 2次大戦下にあり，議会へ提出されたのは翌年1月であった。
報告書は多数意見の報告（序ほか4部），多数意見に対する保留事項， 少数意見， アバ
ークロムビー教授 PatrickAbercrombieの覚書， 多数意見に対する付録からなり，全
体で320頁に及ぶ厖大なものである。多数意見は委員長以下10名の委員の賛同をえたもの
であるが， うち 3名は保留意見を添えている。序以下の本文は4部16章からなり，第1部
で諸原因，第2部で社会的，経済的，戦略的不利益，第3部で一般的調査課題，第4部で
は救済策を提示している。そして，このバーロー・レボートは，一方で特定地域での不況
および失業問題の深刻化と，他方で大都市，とくにロンドンヘの産業および人口の過度の
負詞にいう国内的現象を個々の問題としてではなく，全体として取り上げ，全国的な産業
配置という蜆点から問題解決の途を見出そうとしている。そうした点にこの報告の重要な
意義があるということは，上記した諸研究が等しく指摘するところである。しかし，現在
までわが国では，同報告の具体的内容はまだ十分に紹介されておらず，地域問題のとらえ
方，・地域政策のあり方の一つの指針となる同報告を訳出することは重要な課題であると考
えられる。そこで本稿においては，その紹介を兼ねつつ，序ならびに第1部（原書P.1~
P .50)についての翻訳を試みる。なお，訳出にあたってはできるだけ原文に忠実なよう
に努めたが，不滴切な表現や誤まりも多々あると思われる。御諸兄の御指摘，御忠告を仰
いで今後の完全を期したい。
以下に訳出にあたっての注意事項をあげておこう。まず，原文中の斜字体は活字の上に
ドット（．）を振り，ゴチック体は本稿でも同様にゴチック体で表わした。また訳文中の
各パラグラフ冒頭の番号は原書に従ったものであり，〖 〗内は訳者の注記である。人名，
(6) Barlow Report, op. cit. P. 3. 
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地名，法律名称，機関名称などは原則として初出分について綴りを振り，その他特殊な用
語や意味の不明瞭な箇所にも随時原文を添えてある。ただし，ロンドンなど著名な地名
などについては，かえって煩雑となるので省略し， 原文中の GreatBritainはすべてイ
ギリスと訳した。 したがって，本稿での「イギリス」とは， 北アイルランドを除くイン
グランド， ウェー ルズ， スコットランドの総称である。なお， 原文中の注は本稿では，
片カッコで〔1)〕のように表わし， それ以外の本稿の注は両カッコ〔(1)〕で表現してあ
る。
2. 目次ならびにまえがき Prefaceについて
まず訳出部の目次から提示しておこう。
目次
多数意見の報告
まえがき
(SJ 委員会の任命に関する諸状況
〔1〕 諮問事項に関する一般的諸注意
序論調査の範囲と重要性
(16〕 国家的局面
〔25J 世界の都市化現象
〔33〕 イギリスにおける都市化の諸特徴
第1部諸原因
第I章序文
第I章産業人口の分布
第皿章戦前期〖第 1 次大戦前〗
〔60〕 市場と技術的諸要因
〔66〕 商工業の集積
〔73〕 外部経済
〔76〕 主要な産業集積地の性格
第IV章戦後期〖第 1 次大戦後〗
〔82〕 最近の人口変化
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〔86〕 ロンドンおよびホーム・カウンティーズの産業発展
〔88〕不況産業
〔92〕輸送
〔97〕 軽工業の発達
〔102〕結論
〔103〕 起こりうる将来の諸傾向
(※各項目冒頭の数字はパラグラフ番号である。〕
776 
以下で本文P.lから訳出を試みる。原書では目次に続いて，勅許状 RoyalWarrants. 
が掲示されているが，本稿では省略した。緒言では目次からもわかるように,Barlow委
員会とその諮問事項に関する諸般の事惰が述べられている。
産業人口の分布に関する王立委員会報告
国王の最高の威厳に対して
恐れながら陛下に申し上げます。
われわれ下名の委員は， 1937年7月8日および1938年6月23日の国王陛下の任命状のも
とに，
「イギリスの産業人口の現在の地理的分布に影響を及ぽした諸原因と，将来その分布
に起こりうる何らかの変化の方向を調査し，大都市あるいは特定の地域への産業もしく
は産業人口の集積から生ずる社会的，経済的，戦略的不利益を考察し，もしあるとすれ
ば，国家的利益の観点から採られるべき救済措置remedialmeasuresを報告すること」
を命じられました。
恐れながら，われわれの報告を具申致します。
〔1〕われわれに委ねられた調査の性質や範囲には，必然的に大量の資料の蒐集が含まれ
ている。われわれは29回の公開の会合を催し， 50の団体や個人あるいはその代理人からロ
証を得，さらに72の団体と個人から文書資料を得た。これらのリストは口証提供者の氏名
とともに付録Iに掲げてある。さらにわれわれの申し出に応じて，マンチェスター大学の
，，ヽ リス・ファー ス卿 SirHa~ss Firthそれにジェラルド・イプ氏 GeraldEve, フォー
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セット教授 C.B. Fawcett, サージャント・フローレンス教授P.Sargant Florence, ホ
ール教授 N.F. Hall, ヒ°グー 教授 AC.Pigou, そして， キャンピオン H.Campion 
とデニソン S.R. Dennison両氏には問題の相当な局面に貴重な覚書を十二分に提供しで
頂いた。適切な助言を賜わった諸氏に対して心から感謝の意を表したい。
〔2〕委員会が催した公開の会合で提供された口証はほとんど例外なく，政府の印刷局で
印刷され，出版されている。委員会に提出された他のいくつかの資料は別巻として印刷，
出版されるだろう。
(3]われわれは幸甚にも調査に関する資料やその他の助力を提供されたすべての方々の
十分な惜みない援助を受けた。資料を提供され，あるいは他の形でわれわれを援助された
すべての人々に対して，深い恩墓§の念を書きとどめ，快く惜みない援助を賜わった諸氏に
厚く感謝する次第である。
〔4〕調査の初期の時点で， 残念ながらエルネスト・ベバン氏 ErnestBevinは職を辞
された。同氏は委員会の仕事のために望まれただけの時間を得ることができなかったとい
う理由で，委員会に辞表を出すべきだと考えられた。国王は欠員を満たすために，エルヴ
ィン氏 H.H. Elvinを任命された。よって同氏はわれわれと同じ地位にある。
注記脚注での参照文はとくに言及内容が他のものを指す場合を除いて，委員会に提
出された資料からのものである。参照文の＊印はまだ出版されていないが，当然の手順
を追って将来出版される資料である。
まえがき
〔5〕まえがきとして王立委員会の任命に伴う諸事情に心をとめることが肝要である。マ
ルコム・スチュアート卿 SirMalcolm Stewartは当時， 特定地域 SpecialAreas (イ
ングランドとウェールズ）のコミッショナーであったが， 1936年に出版された第三報告1)
の序で失業問題のさまざまな局面を調査した。すなわち，同氏によれば，産業の強制的な
立地は失業に対する確実な救済策として幾人かの人々によって支持されたが，同氏の考え
では，これは「不必要かつ危険な」ことであり，たしかに現在の状況下では「混沌chaos
とはいわないまでも混乱 dislocation」を生み出すことになっただろうし，「•••経済的な考
慮が主として産業の立地を決定しなければならない」とした。それと同時に，産業の強制
1)勅令書 Cmd.5303 p. 6以下と付録I p.165. 
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的な立地に反対する一方で， 同氏はロンドン TheMetropolisのような巨大な商工業の
中心の連続的，偶然的な成長に内包される危険に注意を引いた。ロンドンの全領域はめざ
ましいほど釦璽tこ拡大したが，その成長の多くは厳密には経済的要因に基づかず， ロンド
ンでの工業生産の大部分は必然的にそこで続ける必要のまったくないものである。同氏は
その考えのなかで，政府は産業にその行くべき場所を指図すべく強制を用いることは正当
ではないが，ある状況下では，それが行くべきでたv・ヽ場所を指示するに十分な根拠はなか
ろうかと問うている。
〔6),コミッショナーは以下の勧告によって報告を終えている。すなわち—―-
第一に一定の除外を設けたうえで，グレーター・ロンドン地域でのこれ以上の工場建
設を禁止すべきこと。除外の対象にはおそらく小規模製造業， 流通産業 thedistribu-
tive industries, 小売業， 公益企業および当該地域でしかうまく取扱えないような，
特定の製品の製造業が含まれよう。この禁止には新規工場よび既設工場の拡張の認可制
度を伴って，グレーター・ロンドン全域にわたる政府の統制の実行が含まれよう。この
ことが生産量を増加させはしないが，産業活動のより良い国内的配分を確保し，特定地
域が振り向けられた発展の割り前を得ることで利益を受けることになるのはまちがいな
ぃ2)。（この見解は， 1938年9月30日に完了した同年のマルコム・スチュアート卿の後
任の報告のなかで，同氏によって支持された3)。）
第二に国は企業家を特定地域に引き付けるために，一定の適切な財政的「勧誘」を用
意すべきであること。これらの勧誘は所得税の軽減やある場合には全地方税の軽減とい
った形をとり，また低利の長期貸付の認可を行うこととなる。その際それらは年限をか
ぎって利用できることとなる。
"(7)発行の日付から 1カ月以内に同報告は討論のため，下院に提出され，当時の大蔵大
巨ネービル・チェンバレン氏 NevilleChamberlainは討論の過程で，政府が同報告を重
要視し，そのすべての建議に対して徹底した偏見のない調査を行う意向のあることを明ら
かにした°。
グレーター・ロンドンでのこれ以上の工場の拡大が何らかの統制下に置かれるべきであ
2)勅令書 5303 .p. 9. 
3)勅令書 5896 p. 3. 
4)期限切れ法継続議案 theExpiring Laws Continuance Billについての討論 19 
36年11月17日，国会議事録 Hansard.コラム col.1595. 
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るという勧告に関して，当該地域内に新規工場を建設すべきではないとの主張は，実際に
は（野戊市街地の場合の都市計画案に共通の）現実の延長にすぎないゆ》えに，そのなかに
は何ら大弯革があるわけではないと大臣は語った。
しかし同時に大臣は，たとえ新規工湯がロンドンから除外されたとしても，それがただ
ちに．たとえばサウス・ウェールズでの工場新設にはつながらないという事実に注目し
たこのことはゲレーター・ロンドンの問題をそれだけで考慮しても十分ではないという
結論へと導き，ロンドンの範囲を超えた調査が必要となる。そして結諭r的に大臣は，広範
な論議は「比較的大きな命題」ではあるけれども，それは調査を要することであり， した
がって．「調在が行われることになろう」との言質を与えた。
〔8)その問題は，ロンドンのまわりへのこれ以上の産業集積を防ぐために特定地域へ新
規事業を振り向ける措置がとられるべきだとする非閣僚議員の動議によって，翌日にもふ
たたび論譜されたっ商務省長官ランシマン氏 Runciman(現上院議員 Lord)は政府：の討
論を結ぶ際に，同氏が下院の各部会で動議提出者の考慮した諸問題には~い共感があり，
政府は動議に含まれる困難な諸問題の解決にむけてのどのような寄与をも歓迎するものと
了解していると語ったっそして，同氏は政府がその条件を受け入れるとVヽう点を明らかに
したたかで，政府は強制的な立地の方針を認めることができないにしろ， 同氏が採決なし
で，その動議を受諾することに同意したのは，そこに含まれる動議の文面iというよりはそ
の精神であるとの理解にもとづくものであるとした°。
(9) 1937年3月9日に労働大臣は政府が王立委員会を任命する意志O'.)あることを発表：
したなかで，以下のように語った一一
「コミッショナーはロンドンの過度の成長という事実を指摘して，生こ産のより均等な
分布を確保し，そのなかで特定地域がその一端を担うことが期待されるためには，グレ
ーター・ロンドンでのこれ以上の産業の拡大が抑制されるべきであるとの見解を発表し
ている。こうした拡大は単にロンドンだけにとどまらず，他の大都市~ また
単に産業のみならず，健康，コミュニケーション，空爆に対する弱点， それにマルコム
・スチュアート卿の提起した論議をはるかに超える他の諸問題といった重〖大な問題が持：
ち上がっている。政府はこれらの広範な論議が権威ある包括的研究を行？うに値すると判
断し，この目的のために王立委員会の任命を提案する6)。」
〔1〇〕 1937年7月7日，チェンバレン氏は首相として本王立委員会の設置を発表した。諮
5J国会議事録， 1936年11月18日， コラム1859-1860.
6)国会議事録， 1937年3月9日， コラム1026-27.
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問事項に関する質問に対して，首相の考えでは産業の立地がそれらによって直接的に網羅
されると指摘し7)' 委員会が不況地域を扱うプログラムの一部として任命されたという示
唆に対しては，首相は委員会をそういう観点でみることには同意できないと答弁した。つ
まり，それは不況地域に関係のあることは疑いないが，もっと広範な問題を含んでおり，
委員会が不況地域にのみ関与しているとすることは，事の重大さをあまりに狭くとらえて
いることになるのである。
諮問事項
〔1〕委員会の諮問事項は当然，以下の三つの部門 Sectionに分かれる一一
第I部門
現在の産業人口の分布の諸原因と将来その分布に起こりうる何らかの変化の方向
第Il部門
集積のもつ社会的，経済的，戦略的不利益．． 
第岡部門
もしあるとすれば，国家的利益の観点からとられるべき救済措置．． 
〔12〕第I部門ー一
{a) 現在の産業人口の分布に影響を及ぼした諸原因，および，
(b) 将来その分布に起こりうる何らかの変化の方向。
諮問事項のこの部門の下で言及されることは「産業人口」についてだけであり，一方，
次の部門で考慮されなければならないことは「産業あるいは産業人口の集積」である。産
業が人口に左右される傾向にあるのか，あるいはその逆かを論議する必要はなく， じじつ
どちらにしても例をあげて示すことに困難はないのである。当面の目的としては，産業と
産業人口の間の区別が重大な困難を呈するものではないということを述べるだけで十分で
ある。一方を他方なしで考察することは不可能であるし，産業の分布について重要である
と判断した諸要因は一般的に言って，産業人口の分布に関しても重要な影響を及ぼさない
ということはありえない。
・しかし，二つの点に注意することが肝要である。第一にその諸原因が作用していたとみ
られなければならない期間に限定は置かれていない。第二に上で指摘したように，委員会
の任命を招来した事情は大きな産業の集積， とりわけ調査の主要な対象たるロンドン the
7)国会議事録， 1937年7月7日， コラム342.
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Metropolisにある。ただ， 諮問事項の第I部門にはそうした集積についての言及はない
が，そのことは明白に心にとめておかなければならないし，したがって，集積の諸原因も
産業人口の分布一般と同様に調査されなければならない。これらの大きな集積には今日
「コナーベーション Conurbation」ということばがよく用いられる。その起源は明らか
にパトリック・ゲディース境娃足 PatrickGeddesにあるが， 同氏は今世紀の第1. 四半
世紀の都市計画に関する多くのよく知られた著作を表わした。同氏はその用語を使用して
いるが，何か正確な定義があるわけではなく，グレーター・ロンドンのように，彼が「都
市地域 city-regions」あるいは「都市集合体 townaggregates」と呼ぶものを指してお
り，その用語を広い意味で用いている。同氏はたとえばI)バプールとマンチェスター，．そ
．れにランカシャーの100万人をひろく彼が「ランカストン Lancaston」と命名した単一の
コナーベーションに含めている8)。C.B. フォーセット教授はコナーベーションを「連続
した一連の住宅，工場その他の建築物によって占められ••…•農村によってたがいに分離
してはいない地域」と規定している9)。 この規定はそのつながりを構成するものとして，
あまりにもレンガやモルタルを強調しすぎるように思われる。たとえば，多くの場合には
それが適切な規定であるにもせよ，他方では産業あるいは産業人口がその中心を生活にと
って本質的なものとし，業務活動の中心とみなす所与の中心までの距離をみる方がより良
い試みであるように思われる。この意味でパーク・ロイアル ParkRoyalやウォルサム
大聖堂 WalthamAbbey (ともにロンドン警視庁管内にあり，その区域内は一般にグレ
ーター・ロンドンとして知られている）は明らかにロンド1/-都市圏Londonconurbation 
の一部である。またスロー SloughやステプネジStevenageのような場所も中心からか
なり離れ，グレーター・ロンドンの外側ではあるが，こうした意図からして，ロンドン都
市圏に入るものとみなすべきである。類似した考えはマンチェスターおよびそれを取り巻
くいくつかの都市 urbanunitsにも当てはまる10)。どんな場合でも，その用語はいまや
十分に正確な規定なしによく使用されており，もしそうした場合に正確な規定が必要なら，
そこに含まれる市域 municipalareasが列挙されるべきである。
(13〕第n部門はわが国の大都市や特定地域での産業もしくは産業人口の集積がもたらす
社会的，経済的，戦略的な不利益の考察を含んでいる。不利益は，何らかの付随した利益
をも考慮に入れない場合には，評価することができない。社会的な諸要因と経済的なそれ
8) Cities in Evolution, 1915, p. 34. 
9) Geographical Journal, Feb., 1932, p. 100. 
10) M血chester,p. 799. Q. 6647. 
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は順当にいけば，本報告ではできるだけ個別に取扱われるが，それらは重複するむきがあ
る。戦略的論点については委員会に提出された資料の多くが当然機密の性格をもち，公共
の利益の観点から公表できないが，われわれは報告を起草し勧告を作成する際に，そうし
た資料に留意した。
〔14〕第m部門は委員会に国家的利益の見地からとられるべき救済措置があれば，報告す
ることを指図している。諮問事項は救済措置が何に適用することになるのかをとくに言及
していない。たとえば，第I[部門で指摘された不利益に限定されるのか，あるいはいわば
第I部門で示された何らかの変化のとりうる方向をも含むことになるのかは述べられてい
ない。換言すれば，救済措置は大都市およびグレーター・ロンドン地域での産業もしくは
産業人口の集積から生じる不利益に限定されるべきなのか。あるいは，それは資料によっ
てたびたび徹底的に強調された，すなわちイングランド南東部諸州への産業人口の移動と
いう著しい分布の変化をも含むべきなのか。本報告は決して委員会の扱う範囲を拡張しよ
うとするものではないが，調査に密接に関連したどんな救済案についても，十分に考慮す
ることに努めるものである。
〔15〕諮問事項の3部門は上述のごとく，それぞれ本報告の第1部のパラグラフ〔41〕から
〔105〕，第2部の〔106〕から〔217〕， それに第4部の〔387〕から〔432〕で論じられる。加えて
本来諮問事項のどの部門にも含まれないものの，委員会の調査に関連した多くの話題は本
報告の第 3部のパラグラフ〔21~〕から〔386〕で論じられている。とはいえ，まず第一に調査
全体の基礎をなし，したがって，多少の予備調査を要するいくつかの広範な論点を考察す
ることが必要である。これは以下につづく序論で論じられる。
以上のように，まえがきではバーロー委員会の任命に至った経緯と諮問事項の内容の吟
味，それに報告書の構成が述べられている。委員会任命の背景はすでに冒頭でも触れ，ま
えがきで詳しく述べられたとおりであり，改めて立ち入る必要はなかろう。前置きが長く
なったが，以下では報告の中身をみていくことにしよう。
3. 序論 introductionについて
まえがきにつづく序論 introductionでは以下の3点について概観されている。まず第
ーには産業革命以来の都市人口の急増とその弊害に対する研究，政策両面からの対応およ
びそれへの評価である。つぎに19世紀から20世紀にかけての世界的な人口増加をとりあ
137 
782 闊西大學「癌清論集」第32巻第5号
げ，その特徴を指摘している。すなわち，西洋を中心とする人口急増と，同じく西洋を中
心とする都市化ないしは大都市圏の拡大とである。最後にイギリスの都市化現象をとりあ
げ，その趨勢とそれに伴う多様な弊害を呈示している。すなわち，序論では人口分布にみ
る最も顕著な特徴である都市人口の急増に目を向け，それが世界的現象であると同時に，
イギリスでそれが最も激しく進行していることを指摘している。そして，そうした都市人
口の増加が主として流入人口の増加（社会増加）によっており，その結果，大都市なかん
ずくロンドンを中心に多様な問題が生じているとし，問題の解決が一部門的関心としてで
はなく，多面的な観点からなされる必要性を指摘している。以上の指摘はバーロー委員会
の調査の布石をなすものであり，問題とする産業人口の分布のもつ意義の大きさを明らか
にしている。以下で序論の中身をみよう。
序論調査の範囲と重要性
全国的状況
〔16)委員会の調査は広範な諸分野にわたり，今日と将来の国民生活にとって生命にもか
かわる重要な論争が含まれている。とくに産業革命以来，一世紀以上にわたる大都市への
人口集積はスラムや疾病，発育を阻害された人々，それに人道的貧困といった悲惨な結果
に彩られている。それらは国民がビクトリア時代中期には蒙っていたものであり，さいわ
いにもかなり緩和されたとはいえ，今日なお蒙っているのである。これらの巨大な集積は
経済的繁栄の観点からすれば，われわれの商工業活動にとって必然的なものなのか。もし
そうなら，それは人々の健康と幸福に対する脅威となり続けねばならないのか。それは国
家の防衛に対する危難をなすものなのか。これらの疑問は国民生活の核心を突いている。
大都市中心の成長ーーバーミンガムやリバプール，マンチェスター，グラスゴー，なかん
ずくロンドン一ーは大衆の不安を惹起し，そうした不安は近年深まりつつある。
〔17〕チャールズ・ブース CharlesBoothが「ロンドンの生活と労働JLondon Life 
and Labourについての彼の先駆的調査を始めて以来半世紀が過ぎた。彼はその目的が
「貧困と苦痛それに堕落が定期的所得および比較的快適な生活 comparativecomfortと
の間にもつ関係を数値によって示そうとする」ことにあると述べている。彼が用いた方法
とその到達した成果からみて，プースが社会調査という科学研究分野にエボックを画した
といっても過言ではない11)。
11)その調査は1886年に開始された。第1巻は単に東ロンドンの貧困について取扱ったも
ので， 1889年に出版されている。
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〔18〕第1次大戦後，ブースの独創的研究の目的が再評価された。そして，ハーバート・
ルウェリン・スミス卿SirHubert Llewellyn Smithの指尊の下に， LSE(the London 
School of Economics)に多く集まつていた著名な経済学者のグループはロンドン地域と
その人口，賃金，労働時間，混雑，旅行および通勤，健康，諸産業，娯楽毀備とリクレー
ションに関する諸問題の調査を一新した。
〔19〕都市の成長をめぐっては局地的な諸問題や残された諸困難，それに直面した危険が
ある。それらについての類似した注意深い調査が近年わが国の各地で行われ，諸大学やそ
の専門のスタッフがこうした産業および社会調査に熱心に取り組んでいる。
〔20〕可能性をもつ改善案の研究はそれほど遅れていたわけではない。プースが「ロンド
ンの生活と労働』を発表してわずか2-3年後には， 工ベネザー・ハワード Ebenezer
Howardが『明日の田園都市」 GardenCities of To-morrowを出版しており，それは
わが国のみならず，他の諸国にいる彼の継承者に刺激を与えた。イギリスでは今日ハワー
ドの理想が田園都市および都市計画協会 theGarden Cities and Town Planning As-
sociation. 都市計画研究所 theTown Planning Institute, イングランド農村保護協
議会 theCouncil for the Preservation of Rural Englandというような諸団体やス
コットランドの類似した諸団体の活動のなかに共通してみられる。
〔21〕クーパー Cowperの「神は農村をつくり，人は都市をつくった」という金言に，
「そして，悪魔はスラムをつくった」といいたした皮肉屋がいる。経済学者や都市計画家
は過去半世紀の間合い並んで，たとえプレイクの詩のニューエルサレム theNew Je-
rusalemではないにせよ， とにかくイングランドをより良いより住みやすい国にしよう
と奮闘してきた。彼らの執拗な宣伝に実際的な成果がなかったわけではない。 というの
も， 1903年のレッチワース Letchworth,. 1920年のウェルウィン Welwynというハワー
ドの理想を厳密に体現した二つの田園都市が実現したからである。とはいえ，多くの熱狂
家がスラムや過密の弊害を強調するのは正しいとしても，それと同時に生じる不完全雇用
や栄養不良の危険性にはほとんど十分な注意を払ってこなかった点には，とりわけ十分に
気をつけるべきである12)。
〔22〕リバプールやマンチェスターの大きな自治体ではスラム整理や新しい住宅の供給と
いった切迫した諸問題の適切な解決のために調査を行っているが，スペーク Spekeやウ
12)ロンドン戸籍本署長官 Registrar-General,(E. and W.) p. 924. par. 38とp.928 
par. 5. 
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ィサンショウ Wythenshaweといったそれらの郊外のコミュニティを設計する際には，
多少のずれはあるもののハワードの最初に示した方向に従っている。
(23]譜会もまた国民のより良い住宅条件の要求に応じきれなかったわけではなく，スラ
ムや過密の解消，それに今後何年か先の同様の弊害を末然に防ぐための先見の明を示して
いも第1次大戦後の議会の一貫した特徴となっている多数の住宅法 theHousing Acts 
に加えて， 1909年の都市計画法 theTown Planning Actから， 1925年のそれの集成法
the codifying Act, それに1932年の都市農村計画法theTown and Country Planning 
Actに至る四半世紀にわたって， 計画化の政策は法律制定の主題となっている。 これら
の法律はその名が示し，かつまたエベネザー・ハワードが行ったとおり，調査の出発点と
しての都市および都市の弊害の増大を取扱ったものである。そして，このことはそれが密
集した非衛生的な都市地域から生じる危険があるゆえに当然のことで，そうした地域でま
ず懸念が持ち上がり，調査が喚起されたのである。しかしながら，調査の範囲が拡大されね
ばならないことはずっと以前から明らかとなっていた。初期の法律では計画当局が開発中
の，あるいは建設目的に供されるような地区内，またはその近隣のどんな土地の計画立案
もできるものであった。しかし，交通やコミュニケーションの近代的改良は開発の公算を
もった農村地域を著しく拡大したのである。都市に近接した部分よりももっと広範な地域
が調査の対象とされなければならないし， さらに既成市街地 theb~ilt-up part of the 
townも計画の範囲に含めるべきであるという批判も聞かれた。 1932年の都市農村計画法
はこうした見地に立って，法令で定められた計画の範囲に農村部と都市の中心街区を含め
るという表現が盛り込まれ，二つ以上の地方当局あるいは州議会が共同で計画準備を行お
うとしているところでは，それぞれの団体から共同委員会を指名することでそれらが協力
できるよう規定し，その点を補っている。そして，そうした共同委員会の作成した計画が
地域計画となったのである IS)。
(24)しかし，国家的見地から計画立案の問題を取扱う点に関するかぎり，まだ法律制定
は進展していない。つまり，どの当局や政府省庁にも国土を全体として考察し，全人口の必．
要に照らして商工業や都市成長の問題を考慮に入れる義務は課せられていない。したがっ
て，本委員会の任命は重要な一歩の踏み出しを示している。無秩序で無統制な都市成長に
付随する弊害がそこでまず観察の下に置かれた。そして，同様の危険が広範な諸地方や諸
地域に一般的にみられる今日，調査はイギリス全体に拡大されている。諮問事項のなかで
13)都市農村計両法 Townand Country Planning Act, 1932, Sec. 3 (i). 
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述べられた原因，変化や不利益の向いうる方向は，明らかに個別の地方や地方当局と関係
しているのではなく，イングランド，スコットランド，ウェールズに全体として関係して
いるのであり，考慮されるべき救済方法は明らかに国家的関心となる必要がある。
世界の都市化現象
〔25〕前世紀と今世紀には，人口増加の二つの顕著な特徴がみられる。まず第一には西洋
文明の諸国民がめざましく膨張したことである。現時点でヨーロッパ諸民族の数はおよそ
6億2,500万人で， 人類の約3分の 1を占めるといわれるが， 1800年当時ヨーロッパ系の
人口がどれほどいたのか，あるいはその当時，彼らが世界人口の何割を占めていたのかは
明らかでない。しかし， 1800年以来のヨーロッパ系人口の増加は約4億人に達し，その一
方で，それ以外のすべての世界人口の増加がおそらく 2億ないし3億人を超えるものでは
なかったという評価は信ずるにたるものである。これは明らかにひじょうに著しい膨張で
ある 14)0 
〔26)産業革命以前の18世紀におけるイギリスの死亡率は疑いもなく高かった15)。ロンド
ンでは1750年にはおそらく50パーミル(50per 1,000)程度と高く， 1800年でもなお30バー
ミルを超えていた。イングランドのより小規模な都市や農村地区では，ロンドンやその他い
くつかの大きい都市よりもかなり低い死亡率ではあったが，・イングランド全体では18世紀
中葉にはおそらく35パーミルを下回ることはなかっただろう。 1800年までにはそれは25か
ら30パーミルの間にまで低下したが， 35バーミルを超える場合も少なからずと思われる出
生率が， たとえそれを超えなかったとしても両者の間にはかなりの開きを残した。そし
て，第2回と第3回の国勢調査 censusが行われた時期 (1811-21年）には，新しい生命
の洪水が「過剰人口」ということばを流行させたのである16)。この死亡率の減少は産業革
命それ自体によるところが大きかった。つまり，その産業革命17)がその時期まで大なり小
なり作用していた二つの大きな決定的阻害要因を取り除いたのである。すなわち，それは
不十分な生計と，適当な衛生施設の不足による疾病の重い負担である。都市の増加しつつ
14) Warren S. Thompson; Population Problems, 1930, p.220. 
15)前掲害 P.40および Clapham,Economic History, Vol. I 1926, 第2章と第4章，
それに Vol.JI, 1932. 第1章参照。
16) 1937年のイングランドとウェールズにおける標準死亡率 thestandardized death 
rateは9.3バーミルであった (AnnualReport of Chief Medical Officer, Mini-
stry of Health, 1937)。
17) Thompson前掲書 p.48,Clapham Vol. I, p.55. 
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ある財wealthは以降何年にもわたってその衛生施設を供給することとなったのである。
〔27〕西洋文明の大都市中心ほ，その境界から溢れ出しつつ不規則に拡散した人類の集団
を形成しながら広がり，その多くは世界史に前例をみない広がりをみせたが，人口増加の
第二の注目すべき特徴は，まさにその広がりに比例したより急速な速度をもっていたこと
にある。そして， この大都市 greatunitsへの人口集積は近年における多くの科学的調
査の主題となっており，ウェーバー Weberは1899年の著述のなかで，それを19世紀の最
も注目すべき社会現象と記している18)。
[28]ここでまた産業革命の影響についてたどってみよう。 16,17および18世紀の世界で
は交通や交易によって栄えた都市が知られている。すなわち，ベニスやハンザ都市，ロン
ドンのシティ theCity of Londonは蒸気機関や力織機が工業生産の状況を大変革する
までは，長い間商品取引や人口の繁華な中心であった。しかし，工場や機械がひとたび利
用されだすと，既存の商業中心は変形し，そして発展したのである19¥
〔29〕イギリスはその国民の発見物によって，産業革命の影響を受けた最初の国であると
ともに，無統制な都市成長の現象を経験した最初の国でもあった。 18世紀末に至るまでお
そらく世界に人口100万人に達する都市は一つもなかったが， 1801年のセンサスではグレ
ーター・ロンドンが人口100万人以上に達していたと記録されている20)。それ以来， そこ
は世界で最も人口稲密な都市圏としての地位を保持している。グレーター・ロンドンにつづ
いて多くの都市固が現われたが，現在それを含めて人口100万以上のものは約50を数える。
これらはおもに西洋文明諸国にみられるが，たとえば，イギリスにはグレーター・マンチェ
スター，グレーター・バーミンガム；マーシーサイド，グラスゴー，ウェスト・ヨークス
それにタインサイドがある。 ドイツのベルリンやハンブルクーアルトナ Altona,イタリ
アのミラノ，ローマおよびナボリ，フランスのパリ，ベルギーのブリュッセル，スペイン
のマドリード，アメリカのニューヨーク，シカゴ，フィラデルフィア，ボストン，デトロ
イトおよびその他5都市，カナダのモントリオールとおそらくはトロント，アルゼンチン
のブエノスアイレス，それにオーストラリアのシドニーとメルボルンがそうである21)。
18) Adna F. Weber, Growth of Cities, Columbia University, New York City, 18 
99, および優れた著作では以下参照。 Migrationand Economic Opportunity, ed .
by Carter Goodrich, Philadelphia, 1936; Culture of Cities, Lewis Mumford, 
1938, 全参考文献表付き。
19) Weber, p. 198. Pigou, Essays in Applied Economics (1923) No. 10. 
20)戸籍本署長官 Registrar-General(E.&W.). 
21) Fawcett, "Millionaire Cities" (1935). 
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〔30〕東洋でも同様の影響を受けずにはおかなかった。インドのカルカッタやボンベイ，
中国の上海，広東，南京および3ないしは4都市以上， 日本の東京，神戸，その他2, 3 
の都市はすべて100万に達するか，そうなる間際にある。しかし，これら100万都市の80彩
がなおヨーロッパおよびヨーロッパから入植した新世界の国々にみられ，現代の都市化の
進展がとりわけ盛んなのは西洋文明国，なかんずくイギリスにおいてである。
〔訊〕 19世紀は大都市の持続的で急速な拡大によって特徴づけられるが，イギリスでは今
日全人口のおよそ5分の2は七つの 100万都市圏に居住しており 22), 一方で合衆国におけ
る同じ割合は約5分の 1にすぎない。一般的にいえば，過去100年間に100万都市は，それ
ぞれの国の平均増加率の少なくとも 2倍程度の増加率で人口が増加する傾向にあり，それ
はとくに首都で特徴的である23)0 
〔32)こうした過去1世紀もしくはそれ以上にわたるひじょうに急速で絶え間なく発展し
た大都市への人口集中の現象は西洋に始まり，やがて世界中に広まったのであるが，それ
はひじょうに大きな勢いをもっている。そして，都市のとりわけ大都市のもつ世界中の全
社会階層を引き付ける誘惑は力強く，人を動かさずにはおかない。それはその特質として
産業的な面はもちろん，社会的な面での効果を求める気運を象徴している。そうした気運
は単に生計上だけのものではなく，教育，医療，精神的な休養，職業的成功や出世などの
面で可能なかぎり最良の機会を人々が求めることによって，掻き立てられるのである。こ
うした大きな気運を遮ったり，統制したりすることは困難なように思われるし，そうした
試みは最深の十分な配慮を必要としている。
イギリスにおける都市化の諸特徴
〔33)世界的規模での都市化の著しい進展はイギリスの場合いくつかの特徴をもって現わ
れ，そのうちの二つはとりわけ重要である。まず第一にイギリスの面積を他の西洋諸国と
比べると，その人口規模の割に著しく限定されており，これは以下の簡単な表 1ー (a)□［
書では表番号なし，以下の表 1ー (b)に同じ:iによってもひじょうに容易に説明することが
22) Fawcett, Geographical Journal, Feb., 1932, p. 105. 
23) Fawcett, "Millionaire Cities" (1935), p. 57. イギリスの 7大都市圏のうち，ロン
ドン，バーミンガムおよびマーシーサイドでは近年相対的増加がみられ，それらの増
加率は全国のそれよりも高いが，グラスゴー，タインサイド，ウェスト・ヨークスお
よびマンチェスターでは相対的減少を示し，それらの増加率は全国平均よりも低かっ
た。
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できる24)_
衷1-(a)
国名 面（平方マイ一ル積） 1 ― 人 ロ 1一人（平方口マイ密ル当度） 
ベルギー
フランス
ドイツ25)
イタリア
U. S. A. 
イギリス26)
1, 750 I 
213,000 
229,000 
12,000 
3,738,000 
88,750 
8,250,000 
42,000,000 
81,000,000 
43,606,000 
137,000,000 
46,000,000 
イングランドの数値だけでみれば，もっと著しくなっている一一
表1-(b)
イングランド 50,330 l 38,552, oo 1 
702 
197 
353 
360 
36 
518 
766 
このようにイングランドを一国と考えれば，人口の圧力は通常世界で最も人口穫密な地
域と考えられているベルギーよりも，平方マイル当たり60人以上多い数値を示している。
この限られた面積しかない結果として，本委員会の問題は限られた背景に生じた現実の
姿pictureを示している。すなわち，何百万エーカーの無居住地域や人口稀薄な地域を有
する国土のなかでは，都市化はさらに広範な周辺地域との関係のなかで考察されうるとい
うことである。
〔34〕イギリスでは国内の天然資源の最適利用に関する幅広い論争は，それ自体必然的に
都市化の現実にいやでも立ち入るのである。一例をあげれば，熱心な計画家連は農業およ
び農業生産性に重大な影響を及ぼさずにはおかないようなやり方で， 既存の都市人口 100
万人を無居住農村地域に強制的に分散させることを唱道している。これに対して，農業省
24) Whitaker, 1939, p. 201. 
25) 1939年5月のセンサスの速報 preliminaryresultsによれば， メーメルラント Me-
melland, ボヘミア Bohemiaおよびモラビア Moraviaを除くドイツ帝国の人口は
7,960万人である。 メーメルラント， ボヘミアおよびモラビアを含めると， 人口は
8,655万3,000人と評価され， 平方キロメートル当たり 136.4人， 平方マイル当たりで
は354人を示している ("Time"1939年6月19日号参照）。
26)戸籍本署長官 (E.&W.)の1937年の概算による。
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は，衛星都市の建設が農業から好適地を奪い，都市の失業者を採用する代わりに広範囲に
わたって既存の農業労働力を工業に吸収してしまいかねないという理由から，既存の工業
都市の周縁部の拡大の方が好ましいという意向である27)0 
〔35〕これに関しては他の二つの問題について述べなければならない。それらはともに天
然資源の利用に影響をもつものであり， かつまた社会不安をも引き起こしてきたのであ
る。それはまず農業に従事した労働力の農村から都市への大最かつ継続的な流動であり，
もう一つは鉱工業開発の結果生じた裸出地や遺棄地の農耕利用への回復の必要である。農
業省のダニエル・ホール卿 SirDaniel Hallその他の証言は，農村から都市生活への流
動が続けば，農業に重大な脅威となりうることを明らかにした。また最近の鉄鉱石産出跡
地の修復に関するケネット卿委員会の報告 Therecent Report of Lord Kennet's Co-
mmittee on the R蕊 torationof Land affected by Iron-ore Workingは産業によっ
て荒廃化した土地ができるだけ速かに植林，その他同様の方法で，ふたたび国民の利用と
享受に役立たしめられるべきであるという点を明確にしたうえで処理されなければならな
いと主張している。
これらはいずれも本委員会に課された諸問題とひじょうに近い重要な主張ではあるが，
それらは実際には諮問事項のなかに含まれていない。
〔36〕伝統的な「穀物諸州」の地帯はグレーター・ロンドンばかりではなく，それを取り
巻くもっと広範囲な住宅地帯の成長によってはなはだしく減少している。サウス・エセッ
クス SouthEssexやミドルセックス Middlesex, ノース・ケント NorthKentでは園芸
農業，馬鈴薯栽培地域を含むその地帯が急速に消滅している。そして，例外的に重要なも
のとしては，ランカシャーやチェシャー Cheshire, ミッドランドの工業中心にひじょう
に接近した酪農および馬鈴薯専業地域があるが，そこも大都市画の周辺部をなす地帯のエ
業および住宅地帯化によって危険に晒されている28)。イギリスでは園芸農業に適した一等
地の総面積は限られており，今日集約的に利用されている土地は，合わせても全体の約2
96にすぎず，それは集約的利用の可能な土地の約5彩にすぎないと評価されている29)。さ
らにその多くは工業や住宅開発によって吸収されてしまう酷しい危険に晒され， 1900年以
来そうした開発がひじょうに急速になされたために，バッキンガム Buckinghamとベッ
ドフォード Bedford2少l、1を合わせた規模に匹敵する面積が， レンガとモルタルによって
27)農業省 p.170, Q. 1749. 
28)王立地理学会*Royal Geographical Society. 
29)土地利用調査*Land Utilisation Survey. 
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覆われたといわれている。都市の拡大と同様，陸軍や空軍あるいは他1の国家的必要から政：
府省庁によって土地が収用される場合でも，わが国の農業的諸要求に対“して関心が払われ
なければならないのである30)0 
[37]気をつけなければならない点は単に農業的必要だけではない。天：はイギリスに肥；沃
な．七壌をもった広い土地ばかりではなく，すずや鉛，鉄鉱石なかんずく石炭といった鉱産
資源，工業の多様な需要に応ずる硬，軟水の甍富な供給，交通や内外多彗易に適した河JIお
よび港湾．そして最後に，決して見落すことのできないものとして， 丘や谷， 森林， 原
野．岬といった行楽や休養の機会を賜われた。それは国民の福利と活力を育み，豊かにす｀
る貴重な財産である。国立公園の設立運動はその歴史は比較的浅いが， おもに国立公園常
任委且会の働きによって多大な援助を得ている。ナショナル・トラスト theNational 
Trustや詞じような方向に沿ったイングランド， スコットランド， ウ＝ールズ農村保護
協議会 theCouncils for the Preservation of Rural England, Rural Scotlahd and 
Rural Walesのような団体はよく知られているので， ここでは取り上げるまでもない。
「38]国内資源の調査を試みたり， 農業にせよ快適な自然の享受 naturalamenitiesに
せよ，国内政策を論じたりすることは，それらの議論が本委員会の課題iと関係をもつよう
な場合を除いて，この委員会の任務ではないし，諮問事項にも含まれてはいないだろう。
とはいえ，こうした広範な議論には注意を払わねばならないし，こうした国内的背景に立
って,I党の立地や都市化の諸問題の説明が明確になされなければならない。
(39]パラグラフ(33]で述べた第2番目の顕著な特徴はロンドンおよびイングランド南東
部における莫大な一一多くの人は驚くべきと付け加えるであろう一一人口増加であり，そ
れは主としてわが国の残余の地域の人口流出の結果によっている。ここでこうした増加に
ついて長く記述し，その数字を詳説する必要はなく，その点は本報告でのちほど扱われる
であろう。資料に現われている一つの明白な今日的傾向は，人口の北部や洒藉助吋ら南東剖5
への大流動であるということを強調するだけで十分である。その中心部とわが国の残余の
地域の人口流出の結果として，ロンドン周縁部が成長したばかりではなく，南東部全域．も
また急速に人口増加をみたのである。じじつ過去5年間にロンドンに近いいくつかの地方
都市，たとえば，チェルムスフォード Chelmsford,ベッドフォード， Jレートン Luton,
それにヱイルズベリー Aylesburyはロンドンの外部周縁地域自体よりもより急速な被保
30)土地利用調査＊， 本委員会の依頼によりダッドレイ・スタンプ博士 DudleyStamp 
にイングランドとウェールズの仮製豊饒図 fertilityMapを作成して頂いた。 これ
は別巻に他の資料とともに再掲している。
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険人口の成長を示している81)。
〔40]本委員会に提出された資料はまた人口の停滞やあるいは減少でさえ，必ずしも南東
部への人口流出を食い止めないだろうということを暗示しており，その資料はそうした点
を強調さえしうるのである32)0 
4. 産業人口の分布に関する諸原因 causesと将来の動向について
バーロー・レポートの第1部・諸原因は諮問事項の第1部門に答えたものである。この
部分は4章から成り，第I章の序に続いて第I章では産業人口の分布を国内8地域に区分
して考察している。第皿，第w章でその諸原因と将来の動向を検討しているが，前者では
第1次大戦前の状況を論じ，分布要因に関する歴史的背景や既存の産業中心の性格を考察
している。後者では第1次大戦後の人口分布動向や産業構造の変化，輸送事情等が考察さ
れ，諸原因の考察に対する結論と将来予測が最後にまとめられている。以下，章ごとに分
けてみていこう。
§1 第I章序文
第 1部諸原因に対する introductionの部分で， ここでは諸原因の考察を二つの時期
（第1次大戦前とそれ以降）に区分したことの理由付けがなされている。つまり，第1次
大戦を境にそれ以前と以降とではイギリスの産業構造にかなりの変化があり，大戦そのも
ののイギリス経済へのインパクトを考慮に入れても，時期的には大戦を境に区分すること
が実質的に好都合であるとしている。
第 1部諸原因
諮問事項の第I部門ーー
「イギリスの産業人口の現在の地理的分布に影響を及ぽした諸原因と，将来その分布
に起こりうる何らかの変化の方向を調査すること」
第 1章序文
〔41)本報告のこの部分は19世紀初頭以降の産業および産業人口の分布にみられる変化に
31)労働省，追付資料＊
32)第双章参照。
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関与しており， 都合上， 第1次世界大戦をはさむ二つの時期に区分してみることにしよ
???
大戦前の50年間はわが国の鉄道が事実上遠距離交通の独占を享受し，運河と沿岸航路の
みがその競合相手であった時期である。それはまた数年前まで蒸気機関が原動力の実質的
独占を享受した時期でもあった。さらに，それは商工業の国際分業が高度に発展し，急速
に拡大した時期である。
〔位〕 19世紀中葉までにはイギリスは世界の工場となっていたし，その後，同世紀中にイ
ギリスの鉱山，工場，造船所での生産物の輸出が増加する一方で，農産物および原材料の
輸入も増加した。イギリスは工業製品の輸出国として急速に成長したばかりではなく，資
本をも輸出した。それは他の方法によるよりももっと急速即当該国の資源開発を行うた
め，そうした資本の受け入れが可能な国につぎつぎと投資したからである。過去の累積投
資の利子の再投資が示す割合は，両者の開きがひじょうにせまくなっていた戦争直前まで
なお増加したが，今世紀の初期には資本輸出の進捗度は19世紀よりも急速でさえあった。
しかし，長い目でみるとイギリスの産業構造，なかんずく輸出取引の成長の程度と速度は
資本輸出と密接な関係にあった。最後につぎの点を明示しておかなければならない。それ
は生活水準の着実な上昇が18世紀に始まる産業革命によって可能になったという点，そし
て，その点はイギリスのよく知られた諸産業ー一石炭産業，鉄鋼業，機械工業造船業ぉ
よび織物業一一の急速な拡大におけるのみならず，国民が家庭や公共の建物それに街路で
それによって囲まれている，大きな多種多様な所産の集合を作り出す軽工業や地方的サー
ビスの着実な成長においても現われているということである。
〔43〕以下のすべての点でイギリスの産業構造は大いに変化した。まず第一に鉄道は内陸
囀の独占権を失ない，道路交通との鋭くたえず激しくなる競争に直面している。他の交
通のなかでも道路交通は貨物や旅客の運べる方向をふやしたのである。第二に蒸気機関は
実質的に唯一の動力源としての地位を失なった。ー内燃機関が発明され，蒸気機関車の競争
相手として自動車が製造されることによって鉄道の独占が消失したのである。電気と石油
は工場，その他の大事業所の動力源としてその使用が次第に増加しており，それによって
石炭の使用が節約された。第三に産業の分野における国際分業の進展は，一般に経済的国
家主義economicnationalismと呼ばれる保護貿易主義の広まりによって大きく阻止され
た。しかしイギリスに関するかぎり，それが国内状態についての唯一の要因であるわけで
はない。動力源として電力や石油の利用が高まり，さらに発明品の増加によって蒸気機関
の時代にわが国が享受した利点は減少し，他の諸国の工業化の過程を促進する傾向をもつ
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ようになった。その分野で首位にあることでイギリスの貿易が享受した独占の要素は，ゎ
が国と類似した天然資源を有し，したがって，わが国の産業構造を再現する他の諸国の産
業の成長によって消え去った。最後に，新しい産業の成長はラジオのような特殊な発明品
によって，さらに過去のとりわけ近時の産業機構 industrialorganisationの，すべての
発明品や改善の累積的な効果からなる生活水準の急速な上昇によって著しく加速された。
〔44〕こうした理由から産業および人口の諸傾向の研究は二つの時期に分けた方が都合が
よく，それを分かつ時点を第1次世界大戦としたのである。こうした諸変化を生じさせた
のは戦争それ自体ではなく，じじつそれはすでに戦争の始まる以前から現われていた。戦
争はそうした諸変化をある部分では明瞭化させ，他の部分では加速したのであり， したが
って，一時代すなわち蒸気力と鉄道交通の独占の時代，そして，分業に支障のない時代の
終焉を告げたのである。世界は今や新しい時代に入った。それは石油と電力の，道路輸送
と航空輸送の時代であり，国際分業が厳しく抑制され，著しく制限される時代である。し
かし，この時代はまた軽工業が付加的な，かつ，たえず庶まる重要性を享受する時代であ
り，こうした産業に関しては事業所の立地を左右する影響が， 19世紀に急成長した産業の
立地を左右した影響とは大きく異なる時代である。
〔45〕産業人口の過去と現在の分布の調査を始めるに先立って，どの地域の産業について
も3類型の情報が得られることを明らかにしておかねばならない。それらは:1)当該地域の
当該産業の総従業者数と， (2)それが当該産業の全国総従業者数に占める割合，さらに(3)そ
れが当該地域の全産業の総従業者数に占める割合である。 3類型はすべて証拠として提示
し，本報告の準備中に利用したものであるが，第三のものが地域の経済のなかで当該産業
のもつ重要性を， したがって，当該地域の産業人口の趨勢を規定するうえでの同産業の影
響を示す類型であることは明らかであるJ 本論を通じて「産業」という用語はとくに限定
することなく広義に用いられ，鉱業，製造業，運輸業 transport,卸売，小売双方にわた
る販売 marketing と流通 distributio~ を含んでいる。「産業人口」という表現も同様に
広い意味で用いられ，とくに指示のないかぎり，先にあげたどの産業にどのような資格で
あろうと正規に従事しているすべての人々を含んでいる。
〔46〕ある産業の国民経済における重要度はその生産量もしくは生産額によるか，あるい
はその産業が創出する雇用量によるかのどちらかで評価できるということも指摘しておか
なければならない。技術的な方法や機構における改良，またはとくに鉱業において最大の
自然的利益を提供する場所への生産の集積の結果，ある産業の生産高はその雇用者数より
も急速に増加する。じじつある産業の生産高の増加は同時にその雇用者数の減少があって
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も可能である。
〔47〕われわれは本報告のこの部分を準備する際に，われわれのメンバーの一員でイギリ
スにおける産業立地の経済的問題をいくつかの面から扱っておられるジョーンズ教授 J.
H. Jonesの覚書を考慮しうる便宜をえた。その覚書は付録Iとして本報告に掲載されて
いる。ジョーンズ教授は本委員会に提出された資料の準備中に，同教授の同僚であるリー
ズ大学のディキンゾン氏 H.D. Dickinsonとマクドーガル氏 G.D. A MacDougall 
からひじょうに貴重な助言を受けたとのことである。われわれは両氏の御協力に対して深
?
0 lOOlan 
1 I I 
図1 バーローレボートで用いられた地域区分．
※図中のa-gは原書第1I章の par.53に示されている地域区分の(a)-(g)に相当する。
フォーセット論文 (TheGeographical Journal, 79-2, 1932, p. 108)の図を原図とし
て作成。
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く感謝の意を表するものである。
§2 産業人口の分布について
795 
第1I章は3種類の統計からみたイギリスの産業人口の分布状況を提示している。地域的
には国内を8区分し；人口分布およびその変化の地域的特徴を明らかにしており，表から
はロンドンおよびホーム・カウンティーズヘの一貫した人口集積の状況が一目瞭然であ
る。なお，原書では掲載されていないが，参考のためにここで用いられている地域区分を
地図にしてあげておいた（図1参照）。
第n章産業人口の分布
〔48〕産業人口の分布にみられる長期的諸傾向の調査は統計に基づかねばならない。一般
に産業人口の分布を直接に示すものとしては3種類の統計33)が利用できる。すなわち，
(i)鴫して行われる人口調査 Censusesof Populationの期日に確認できる全人口お
よび有給職業人口 gainfuloccupation統計， (i)失業保険法 theUnemployment 
Insurance Actsに基づく保険加入者統計および， (ii)生産センサス Censusesof Pro-
ductionで確認できる就業人口 thepersons engaged in industry統計である。これ
らの統計は産業人口の分布に関する厖大な量の情報を構成している。
〔49〕全人口および有給職業人口統計は戸籍本署長官 Registrars-Generalの管轄で1801
年まで遡り，地理的な範囲と職業の点からみた人口構造の双方に関してひじょうに詳細な
ものである。ただし，職業人口の統計は10年ごとのセンサス年でしかわからず，したがっ
て， 1931年の数字が利用できる最新のものである。全人口に関しては各センサス年の中間
年に行われる中間推計が利用できる。政府の正規の方針で編集された統計に加えて，戸籍
本署長官にはわれわれの要請に応じてある特別の統計を用意して頂いた。それについては
感謝の意を表したい。
〔50〕保険加入者統計は失業保険法の執行の過程で労働省によって編集された。それには
雇用人口の大部分，すなわち， 肉体労働あるいは年収250ボンドを超えない労働に正規に
33)言及した3種類の統計に加え， 国民健康保険法 theNational Health Insurance 
Actsに基づく被保険者数の統計がある。しかし， こうした統計には保険加入者とし
て退職や不健康を理由に労働市場からはずれた人々を含んでおり，ここで用いるには
不適当である。
151 . 
796 隅西大學「経清論集」第32巻第5号
雇用されている人口を含んでいる34)。そして．それは16歳から64歳までの保険加入者につ
いて1923年から年ごとの比較を行う基礎として利用できる。
〔51〕生産センサスからの統計は商務省によって作成されたものであるが，今回の調査に
関するかぎりではそれが1907年， 1924年,1930年それに1935年分しか利用できないという
制約を受けている。そのうえ，それらは特定のセンサス年における実際の雇用者を平均化
した数値に相当し，そのために業界の一般的な状況によって影響を受けやすい。さらに，
小企業での雇用はその統計調査には含まれていない。
〔52〕もし委員会がこれら3種類の出版された統計に頼らざるをえなかったとすれば，重
大な不利益が生じたことであろう。というのも，統計単位として用いられている地域が各
省庁によって大きく異なっているからである。つまり，商務省が生産センサスを，労働省
が失業保険統計を，戸籍本署長官が人口統計をとるための地域区分の間には何らの全体的
な統一性もないのである。戸籍本署長官の統計が州 countiesや特別市 countyborou-
ghs, 都市 burghsCスコットランドでは自治都市）のような地方の行政区域と一致してい
るのに反して，労働省の発行した統計は地方の行政区域とは一致しない統計区分上の地域
に関与している。労働省は委員会のために保険加入者の地理的分布の特別な分析を州域に
関係づけて行ない，その困難を大きく克服することができた。短かい間隔で行われる保険
加入者の統計が，戸籍本署長官の全人口および職業人口に関するより長い間隔の統計と地
域に関するかぎりで，つなぎえた行為に対して感謝する。
〔53) 労働省がそのためにとくに数値を用意した地域は以下のとおりである—――
(a) ロンドンおよびホーム・カウンティーズ HomeCounties, ホーム・カウンティー
ズにはベッドフォードシャー Bedfordshire,バッキンガムシャ-Buckinghamshire, 
工セックス Essex,ハートフォードシャー Hertfordshire, ケント Kent, ミドルセ
ックス Middlesexおよびサリー Surreyが含まれる。
(b) ランカシャー Lancashire
(c) ヨークシャー Yorkshireのウェスト・ライディング WestRiding, ノッチンガ
ムシャー Nottinghamshireおよびダービーシャー Derbyshire
(d) スタッフォードシャーStaffordshire,ワーリックシャー Warwickshire, ウース
34)委員会に提出され，本報告で用いられた保険加入者統計に関するかぎり，労働者の主
要な部分がそこから除外されており， それらは年収250ボンド以上の非肉体労働者に
加えて農業労働者，家事使用人，教員，警察官，国あるいは地方当局，鉄道，公益企
業の終身雇用者である。
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ターシャー Worcestershire, レスクーシャー Leicestershireおよびノーサンプトン
シャー Northamptonshire
(e) ノーサンバーランド Northumberlandおよびダーラム Durham
(f) ミッドースコットランド Mid-Scotland(すなわち， ラナーク Lanark, レンフル
-Renfrew, ダンバートン Dumbarton, ミッ．ドロー ジャン Midlothianおよびウェ
スト・ロージャン WestLothianの諸州）
(g) グラモーガン Glamorganおよびモンマスシャー Monmouthshire
(h) イギリスの残余の地域
〔54〕以下〔前々頁郎にあげた表2(原書では表1)は1801年から1937年にかけての特定の年
におけるこれらの地域の全人口を示している。
〔55〕就業人口に関する同様の数値は以下0膠{)の表3(原書では表2)に示されている。
〔56〕保険加入者については1923年~1937年のその分布に関して，労働省の提出した報告
がつぎの表4(}jJ{書では表3)に要約されている。
表4 失業保険法に基づく保険加入者の分布
保険加入者（千人） 同構成比
地 域
1923年 11929年 11932年 j1937年 192叫 1937年
ロンドンおよびホーム・カウン 2,421 2,802 3,027 3,453 22.4 26.0 ティーズ
ランカシャー 1,697 1,780 1,840 1,826 15.7 13.8 
ウェズト・ライデダィング， ノッ
チンガムおよびービー 1,403 1,501 1,559 1,614 13.0 12.2 
スタッフォード，ワーリック，
ウー スター ， レスター ， ノー サ 1,212 1,332 1. 402 1,554 11. 2 11. 7 
ンプトン
ノーサンバーランドおよびダー 619 613 652 648 5.7 4.9 ラム
ミッドースコットランド 792 794 832 868 7.3 6.6 
グラモーガンおよびモンマス 457 435 457 437 4.2 3.3 
イギリスの残余の地域 2,225 2,443 2,631 2,844 20.5 21.5 
ムロ 計 10, a2s ! 11, 100 I 12,400 j 1a, 244 I 100 I 100 
〔57〕これら三つの表は現代における産業人口の地理的分布の顕著な特徴，すなわち，ゎ
が国の特定の地城への次第に度を加える人口集積を説明している。取り上げた7地域はイ
ギリスの総面積の27彩を占めるにすぎない。それが1801年には就業人口の約45彩を占め，
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1931年（数字の利用できる最新年である）には73%を占めている（表3)。1937年には同
じ地域が被保険人口の約79彩を占めている（表4)。その地域は州界によって限られてお
り，そこは最大の人口集積地域となってはいるが，そのなかには大きな面積を占める農地
や人口稀薄地が含まれていることを忘れてはならない。同じく「イギリスの残余地域」は
いくつかの人口高集積地域を含んではいるが，これらの地域は取り上げた7地域に比べて
規模，人口ともに限られている。たとえば， そのおもなものはプリストル Bristol,サザ
ンプトン Southamptonおよびハル Hullの港町，それにアバディーンAberdeenやダ
ンディー Dundeeといった都市である。
〔5釘 19世紀を通じてミッドランドの諸州を除く，取り上げた全地域の全人口および就業
人口（表2および表3)は絶対的にも全国に対する割合からみても増加した。今世紀初頭
にはいくつかの地域で変化の兆侯が現われはじめ， ランカシャーとミ ットースコットラン
ドはともに1901年から1911年の間に全国的にみてその地位が低下した。戦後そうした事象
はより広範なものとなった。たとえば， 1921年から1931年の間にイギリスの全就業人口の
割合（表3)はランカシャーで12.6から12.3へ，ノーサンバーランドおよびダーラムでは
4.6から4.4へ， ミッドースコットランドでは6.2から5-.8へ， それにグラモーガンおよびモ
ンマスでは3.6から3.2へと低下した。一番最後にあげた地域では就業人口が絶対的にも相
対的にも減少したが，他の地域はいずれも絶対的減少を経験しなかった。他方，わが国の
就業人口の割合はウェスト・ライディング，ノッチンガムシャーおよびダービーシャー地
城ではまったく一定したままであるが，全人口では1931年以後，その地位がいくらか低下
していることを表は示している。ミッドランドグループの諸州における就業人口の割合は
長期にわたって上昇してきた。産業人口の分布に関するかぎり，これらの変化は，ロンド
ンおよびホーム・カウンティーズがその就業人口をイギリスの他のどの地域をもはるかに
引き離して，絶対的にも相対的にも増加させてきたことによって完全にその影に隠れてい
る。
〔59〕全人口および就業人口統計によって指摘されたような戦後期の傾向は全般的には保
険加入者統計によっても確認される（表4)。192綺三,-..,37年の期間にわたって，ロンドンお
よびホーム・カウンティーズとミッドランド諸州を除く取り上げた全地域は，全国に対し
て相対的に地位を低くした。ランカシャー，ノーサンバーランドおよびダーラム，それにグ
ラモーガンおよびモンマスは1932年と1937年の間に保険加入者数の絶対減を示している。
他方， 同じ5年間にロンドンおよびホーム・カウンティーズの被保険人口は420,000人
以上も増加したのである。 （以下次号）
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